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1. はじめに 

 目的 

本市では、東北を牽引する“新たな杜の都”を支える、質の高い公共交通を中心とし

た交通体系の実現のため、「せんだい都市交通プラン」を令和 3（2021）年 3 月に策定

し、本市における交通政策の指針を示しました。現在、このプランに基づき、「質の高い

公共交通を中心とした都市交通の充実」「賑わい創出に向けた都心交通環境の再構築」

「多様な都市活動を支える交通政策の推進」に向け取り組んでいます。 

「仙台市地域公共交通計画」は、本市が中心となって、事業者や市民と共に、本市に

おける持続可能な公共交通ネットワークの構築に向け、鉄道、路線バスや地域交通をはじ

め、地域の実情に応じた公共交通のあり方を位置付け、それぞれの施策について着実に推

進し、移動手段を確保していくことを目的としています。 

 

 本計画の位置づけ及び関連する計画 

本計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第 5 条に規定する法定計

画であり、「仙台市総合計画」を上位計画、「せんだい都市交通プラン」を関連計画と

し、本市として目指すべき公共交通体系を実現するため定めるものです。 

また、仙台市地域公共交通計画を策定したのち、利用者の利便増進に資する取組につ

いて、事業実施箇所、実施主体、実施時期等を仙台市地域公共交通利便増進実施計画（以

下、「実施計画」という。）として定め、施策の推進に取り組みます。 

図 1-1 本計画の位置づけと関連計画  

仙台市総合計画
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 計画の区域 

本計画の区域は仙台市内全域とします。 

 

 

図 1-2 計画区域（仙台市内全域） 

 

 計画の期間 

本計画の期間は、令和 4（2022）年度から令和 8（2026）年度までの 5 年間とします。 

なお、施策の実施状況や目標値の達成状況を検証・評価し、社会情勢の変化や今後策

定する立地適正化計画等の関連計画を踏まえ、適宜計画の見直しを行います。 
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 関連する計画の整理 

 

名
称 

仙台市総合計画 

概
要 

総合計画は、今後 10 年間のまちづくりの指針となる「基本計画」と、おお

むね 3 年間の市の目標と事業を定める「実施計画」から構成されています。 

「仙台市基本計画（令和 3（2021）年度～12（2030）年度）」および基本計

画が掲げるまちづくりの理念や施策の方向性等に基づき、基本計画の着実な

推進と実効性の確保を図るための「仙台市実施計画（令和 3（2021）年度～5

（2023）年度）」を策定したものです。 

 

図 1-3 総合計画の概念図 

ま
ち
づ
く
り
の
理
念 

挑戦を続ける、新たな杜の都へ～“The Greenest City” SENDAI～ 

 

連綿と受け継がれてきた「杜の都」のまちづくりを基盤として、世界から

も選ばれるまちを目指し、仙台市基本計画では、まちづくりの理念に「挑戦

を続ける、新たな杜の都へ～“The Greenest City” SENDAI～」を掲げてい

ます。 

副題の「”The Greenest City” SENDAI」は、「杜の都」と親和性のある

「Green」という言葉に、目指す都市の姿に関連する様々な意味を込めるとと

もに、最上級を表す「est」を付すことで、世界を見据えて常に高みを目指す

まちづくりの方向性を示したものです。 
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公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

仙台市基本計画中の「都市構造形成の方針の中の公共交通を中心とした交

通体系の構築」において、以下のように掲げています。 

経済や観光、福祉など多様な都市活動を支え、環境や人に優しい持続可能

なまちづくりを推進するため、公共交通の利便性を高めていくとともに、広

域的な交流・連携の促進や、通勤・通学・通院など日常生活に必要不可欠な

移動手段の確保に向けた交通政策を推進します。 

 

① 鉄道にバスが結節する交通体系の構築を進めるとともに、都心直行型

バスを主な移動手段とする地域における利便性の向上や、鉄道及び路線

バスを補完する市民協働による地域交通の確保など、過度に自家用車に

依存しない、利便性の高い公共交通を中心とした都市交通の充実に取り

組みます。 

 

② 交流や経済活動の中心的な舞台となる都心においては、「杜の都」の

賑わいと交流の中心であり続けることができるように、居心地が良く歩

きたくなる歩行者空間の創出や、公共交通・自転車などを利用した快適

な移動環境の整備を進めるなど、交通環境の再構築に取り組みます。 

 

③ 新技術の活用、経済活動や広域的な交流を促進する主要な幹線道路の

整備、日常生活における安全・安心な交通環境の形成を進めるなど、多

様な都市活動を支える交通政策を推進します。 
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名
称 

せんだい都市交通プラン 

概
要 

交通の将来目標や基本方針、目指す将来の交通体系等を示す、本市におけ

る交通政策の指針であり、近年の本市を取り巻く社会情勢の変化、地下鉄東

西線開業後の交通行動の変化等を踏まえ、令和 3（2021）年 3 月に、令和 3

（2021）年度から令和 12（2030）年度までを計画期間とする新たなプランを

策定したものです。 

目
標 

東北を牽引する“新たな杜の都”を支える、質の高い公共交通を中心とし

た交通体系の実現。 

公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

将来目標として「新たな杜の都の実現」、「公共交通を中心とした交通体

系の実現」を掲げており、量的な充実から公共交通の質の向上に転換する方

針を示しています。 

 

また、将来目標を達成するための交通政策の基本方針として、以下の 3 つ

の方針を掲げています。 

 方針 1 質の高い公共交通を中心とした都市交通の充実 

 方針 2 賑わい創出に向けた都心交通環境の再構築 

 方針 3 多様な都市活動を支える交通政策の推進 

 

 

図 1-4 目指す将来の交通体系のイメージ（せんだい都市交通プラン） 
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公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

 

図 1-5 都心交通環境の再構築のイメージ（せんだい都市交通プラン） 
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名
称 

仙台市都市計画マスタープラン～都市計画に関する基本的な方針 2021ー

2030～  

概
要 

「仙台市都市計画マスタープラン－都市計画に関する基本的な方針 2021-

2030－」は、都市計画法第 18 条の２の規定に基づく「市町村の都市計画に関

する基本的な方針」として、仙台市基本計画ならびに、宮城県が定める「仙

塩広域都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画法 6 条の 2）」

に即して策定した計画です。 

目
的 

本市の都市づくりに関わる人々と共有しやすい形で長期的な視点に立った

都市の将来像を示し、実現に向けての大きな道筋を明らかにすること。 

公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

都市計画マスタープランでは、基本とする都市構造として、自然と都市機

能とが調和した持続可能な都市構造の形成に向け、本市の特性を踏まえた土

地利用を図りながら、鉄道沿線などの交通利便性の高い地域へ都市機能の集

約を進める、ことを基本的な考え方としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 基本とする都市構造 
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公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

 

 

図 1-7 土地利用における地域区分 

 

また、目標像の実現に向けた基本的な考え方を示す都市づくりの基本方針

の中で、交通に係る方針を以下のように掲げています。 

・質の高い公共交通を中心とした都市交通の充実 

・多様な都市活動を支える交通政策の推進 

・新技術等を活用した交通システムの促進 
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名
称 

仙台市交通事業経営計画 

概
要 

仙台市交通事業経営計画は、今後の経営環境や課題を踏まえて、令和 3 年

度から 10 年間の経営の基本的な方針や具体の取組み、財政収支計画等を取

りまとめたものです。 

また、「仙台市自動車運送事業経営改善計画」（平成 29（2017）～33（2021）

年度）を統合し、市バス・地下鉄を合わせた本市交通事業の経営計画とする

とともに、国が策定を求める「経営戦略」に位置付けています。 

目
的 

市民の皆さまの身近な公共交通機関として、市バス・地下鉄を将来にわた

り安定的に維持していくこと。 

公
共
交
通
関
連
の
方
針
や
施
策 

経営計画の中で以下の 4 つの戦略を立てており、それぞれの戦略の中で具

体的な取組みを掲げています。 

戦略 1 安全・安心の推進 

戦略 2 快適なお客さまサービスの提供 

戦略 3 まちづくりへの貢献 

戦略 4 持続可能な経営の確保 

 

特に、戦略 2 の快適なお客さまサービス提供では、以下の取組みを掲げて

います。 

・利便性の高い乗車券制度の実施 

・定時制の向上等に向けたダイヤの編成 

・バスと地下鉄の連携強化 

・バス待ち環境の向上 

 

また、戦略 3 のまちづくりへの貢献では、以下の取組みを掲げています。 

・都心の回遊促進策との連携 

・フィーダーバスの利便性向上 

・地域の移動手段の確保に向けた取組みとの連携 
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 SDGs（持続可能な開発目標）との関係性 

SDGs とは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であ

り、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」の中に掲げられた平成 28（2016）年から令和 12（2030）年までの国

際目標のことです。 

世界全体の経済、社会及び環境の三側面を不可分のものとして調和させ、誰一人取り

残すことなく、貧困・格差の撲滅等、持続可能な世界を実現するために、先進国と開発途

上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標とされており、貧困や飢餓、格差や

持続可能な消費・生産などの 17 のゴール（目標）とそれを達成するための 169 のターゲ

ット（達成基準）が掲げられています。 

このような状況を踏まえ、国の SDGs 実施指針では、地方公共団体の各種計画等の策

定に SDGs 達成に向けた貢献という観点を取り入れることとされていることから、本計

画では、SDGs の 17 の目標のうち、特に関連する 4 つの目標（9、10、11、13）につい

て同じ目的意識を持って計画を推進することにより、SDGs の達成に貢献します。 

 

 

図 1-8 SDGs の 17 のゴール（目標） 

出典：持続可能な開発のための 2030 アジェンダと日本の取組（外務省） 
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2. 公共交通に関する現状と課題 

 仙台市の公共交通及び公共交通をとりまく現状 

本市の現状と課題については、「7.2 現状と課題に関するデータ」において詳述しま

す。本章では、交通手段の経年変化、新型コロナウイルス感染症の影響、交通手段別の現

状、交通環境の革新の可能性についてまとめています。 

 

 交通手段の経年変化 

平成 29（2017）年に実施されたパーソントリップ調査の結果から、初めて自動車利用の割合が横

ばいになり、鉄道利用の割合が増加したことが分かりました。また、年齢階層別にみると、若者は自

動車利用の割合が減少し、鉄道利用の割合が増加する一方で、高齢者は自動車利用の割合が

増加しています。 

 

 

図 2-1 代表交通手段の経年変化（仙台市） 

 

図 2-2 年齢階層別代表交通手段の比

較（H29（2017）－H14（2002）_平

日） 

 
 出典：第５回仙台都市圏パーソントリップ調査 調査結果の概要 

※休日調査は H29（2017）に初めて実施。H14（2002）まで訪問調査、H29（2017）より郵送調査のため、不明が増加 
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 新型コロナウイルス感染症の影響 

令和 2（2020）年から始まった新型コロナウイルス感染症拡大や感染者数の増加によっ

て、公共交通の利用が減少し、交通局では令和 2（2020）年の乗車料収入は最も少ない月

で前年比 5 割まで落ち込みました。また、感染収束までの見通しは不透明であり、テレワ

ークやオンライン授業といった「新たな生活様式」が浸透していくことを踏まえると、コ

ロナ禍以前の利用者数の水準への回復には相当な期間を要するものと考えられ、経営環境

が厳しさを増していくことが想定されます。 

一方で、公共交通の事業者は新型コロナウイルス感染症の拡大に対して、感染予防と

して車内の換気やマスク着用の推奨などに取り組んでおり、定期的な車内消毒や抗ウイル

ス処置等の新型コロナウイルス感染症対策のために新たな費用が生じていることも経営を

一層厳しくしています。 

 

 

図 2-3 仙台市の新型コロナウイルス陽性患者の

発生状況（令和 2（2020）年 7 月 10 日時点）  

 出典：仙台市 HP 仙台市内の陽性患者一覧より作成  

 

 

図 2-4 仙台市交通局の令和 2（2020）年  

乗車料収入（前年比） 

出典：「仙台市交通事業経営計画」2021-2030（令和 3～12 年度） 

概要版 

 

図 2-5 咳エチケット等に関するポスター 

（左：仙台市交通局、右：日本モビリティ・マネ

ジメント会議（JCOMM）） 

出典：仙台市交通局 HP、日本モビリティ・マネジメント会議（JCOMM）HP 

 

 

図 2-6 抗ウイルス処置済ステッカーの貼付

（仙台市交通局） 

出典：仙台市交通局 HP 
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図 2-7 換気用ウインドバイザーの導入（仙台市交通局） 

出典：仙台市交通局提供資料 

 

 

図 2-8 換気用ウインドバイザーの導入（宮城交通） 

出典：宮城交通 HP 

 

※換気用ウインドバイザー：バスの客席上窓部２ヵ所（前方・後方）に換気用ウインドバイザーを設置

することで、降雨等による浸水を防ぎつつ、窓を 10cm 程度開放した状態を保つことができるため、

天候の影響を受けずに、常時換気しながら走行することが可能となります。 
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また、令和 2（2020）年の緊急事態宣言中は全国的にテレワークが推奨されたこともあ

り、仕事による外出が減少となり、緊急事態宣言解除後も会社にテレワーク制度がある人

はテレワークを活用することで、仕事による外出頻度が低くなっています。そのため、今

後の公共交通の利用者数に影響を与える可能性があります。 

 

 

図 2-9 テレワーク制度別仕事での外出頻度 

出典：国土交通省「全国の都市における生活・行動の変化―新型コロナ生活行動調査概要（第２編） ―」 
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 鉄道の利用状況 

鉄道利用者は横ばい傾向でしたが、東日本大震災以降は増加傾向にあります。特に、地下鉄

は、平成 27（2015）年の東西線開業以降、乗車人員が増加しており、南北線の乗車人員の増加も

みられます。また、鉄道の分担率は鉄道沿線地域が高く、沿線以外の市街地や東部及び西部地

域が低い傾向となっており、鉄道が鉄道沿線地域でよく利用されていることがうかがえます。 

 

 

図 2-10 鉄道乗車人員の推移（仙台市） 

出典：仙台市統計書 交通・運輸・通信より作成 

※H27（2015）の東西線は、開業日である平成 27（2015）年 12 月 6 日以降の値 

※南北線・東西線の乗車人員には、相互路線の乗換分を含む 

※平成 23（2011）年は東日本大震災の影響により運転を見合わせていた区間の駅は対象外 

 

 

図 2-11 代表交通手段鉄道分担率（H29 平日） 

（小ゾーン別） 

出典：第５回仙台都市圏パーソントリップ調査より作成 
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 バスの利用状況 

バスの乗車人員は減少傾向であり、令和元（2019）年の時点では平成 6（1994）年から

半減し、宮城交通については 6 割減となっています。また、バス事業者の収入も近年減少

傾向となっています。 

 

 

図 2-12 バス乗車人員の推移 

出典：仙台市統計書 交通・運輸・通信および宮城交通提供資料より作成 

※宮城交通は一般乗合（高速除く） 

 

 

図 2-13 バス事業者の収入の推移 

出典：仙台市統計書 交通・運輸・通信および宮城交通提供資料より作成 

※宮城交通は一般乗合（高速除く） 

  

74 70 67 65 60 58 55 53 51 49 46 43 41 40 40 39 39 39 41 40 44 45 45 41 38 39 39 38

42
40

38
36

34 33 31 29 29 27
26

25 24 22 21 20 22 21 19 18
19 19 19

19
16 15 15 14

116
111

105
100

94
90

86
82 79 76

72
68 64 62 61 58 62 60 60 59

63 64 63
60

54 54 53 52

0

50

100

150

H4

(1992)

H5

(1993)

H6

(1994)

H7

(1995)

H8

(1996)

H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

H18

(2006)

H19

(2007)

H20

(2008)

H21

(2009)

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

（
百
万
人
）

（年度）市交通局 宮城交通

6,999 6,944
7,273 7,282 7,229

6,771
6,348 6,466

6,740
6,432

4,017 3,890 3,931 3,908 3,826 3,826 3,799 3,756 3,750 3,592

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

（
百
万
円
）

（年度）市交通局（乗車料収入） 宮城交通（営業収入）



2-7 

 

 

 地域交通の現状 

地域交通は、路線バスの運行本数が少ない地域や地形的に路線バスの運行が難しい地

域等において、地域が主体となって運行する、既存の公共交通を補完する交通手段であ

り、本市では「みんなで育てる地域交通乗り乗り事業」によって支援を行っています。 

現在は、燕沢地区で「のりあい・つばめ」の運行を行っているほか、新川地区で「八

ツ森号」、坪沼地区で「つぼぬま号」、秋保地区で「ぐるりんあきう」の試験運行を行っ

ています。 

 

 

図 2-14 市内における地域交通検討・実施地区 
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 自動車の利用状況 

子育て世帯は基本的に自動車を所有しているものの、若者のみの世帯では自動車を所

有しない割合が増加しており、車を使わないライフスタイルへの変化が見られます。ま

た、自動車の分担率をみると、都心地域や鉄道沿線以外の地域で高くなっていることがう

かがえます。 

 

 

図 2-15 若者のみ・子育て世帯・全世帯の自動車保有台数の比較 

出典：第 4・5 回仙台都市圏パーソントリップ調査より作成 

※若者のみ世帯：29 歳以下のみの世帯       

子育て世帯：夫婦で 20 歳以下の子供がいる世帯 

 

 

図 2-16 自動車分担率（H29 平日） 

出典：第５回仙台都市圏パーソントリップ調査より作成 
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 交通環境の革新の可能性 

近年、自動運転やグリーンスローモビリティ等、新技術や新たなモビリティが開発さ

れています。本市でも「東北次世代移動体システム技術実証コンソーシアム」が主体とな

り、令和元（2019）年 5 月に泉パークタウン寺岡地区において、小型低速 EV バスを用い

た次世代移動サービスの実証実験と試乗体験会を実施しました。 

また、杜の都仙台のまちの魅力を高め賑わいや活力にあふれた元気なまちを実現する

ため令和 2（2020）年 12 月に仙台 MaaS 運営委員会を設立し、令和 3（2021）年 10 月から

サービス提供を開始しました。 

本市に関係するものとしては他にも、東日本旅客鉄道株式会社仙台支社が令和 2（2020）

年 2 月に観光型 MaaS として実施した「TOHOKU MaaS 仙台 trial」や同年 9 月～11 月の

「TOHOKU MaaS 仙台・宮城 trial」、令和 3（2021）年 4 月～9 月の東北デスティネーショ

ンキャンペーンに合わせて実施した「TOHOKU MaaS」（秋保オンデマンド交通）があります。 

 

 

図 2-17 10 人乗り小型低速 EV バス 

出典：仙台市 仙台特区 

※令和元（2019）年 5 月 27 日～6 月 4 日に泉パークタウン

寺岡地区（仙台市泉区寺岡）で行われていたＥＶバス実証

実験 

 

図 2-18 デジタルチケットイメージ 

出典：東日本旅客鉄道仙台支社プレスリリース 

（「TOHOKU MaaS」がさらに便利に！） 

 

図 2-19 仙台 MaaS パンフレット 

出典：仙台市 HP 
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 仙台市の公共交通の課題 

「2.1 仙台市の公共交通及び公共交通をとりまく現状」及び「7.2 現状と課題に関するデータ」で整理した現状から、本市の公共交通における問題を抽出し、それに対応する課題をまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本市の人口は近い将来にピークを迎え、その後緩やかに減少するとともに、高齢化が今後も進むと予想されます。また、地域によっ

て、人口の増減・分布、居住地の世帯の年齢階層等に違いが見られます。 

・従業人口は都心や泉中央や長町などの拠点に集積・増加しています。 

・観光では、仙台城周辺の入込客数が増加する一方、公共交通アクセスの不便な観光地では減少傾向にあります。 

▶公共交通を取り巻く動向 
【全体】 

・自動車の利用割合は横ばい傾向となり、鉄道の利用割合は増加傾向にある一方で、路線バスの利用割合は減少傾向にあります。 

・移動の発生集中密度は、都心や拠点で高くなっています。 

・公共交通の人口カバー率は非常に高くなっています。 

 

【鉄道】 

・鉄道利用者は経年的に増加傾向にあり、鉄道沿線では分担率が高くなっています。一部の鉄道沿線から離れた地域でも分担率が

高い地域があります。 

 

【路線バス】 

・路線バス利用者は経年的に減少傾向にありますが、都心や北東部、北西部、南西部で分担率が高くなっています。 

・朝夕のピーク時間帯の需要は一定程度あるものの、都心流入部のバス停、交通量の多い道路、多くの系統が集中するバス停等で遅

れが出ているなど、渋滞等に伴いバスの定時性が低くなっています。 

・他都市と比較すると、市域が広く、運行系統数が多い傾向にあります。 

・大型第二種運転免許の保有者数の減少や、免許保有者の高齢化の進行により、バス運転手の担い手が不足しています。 

 

【自動車】 

・自動車を所有しない若者が増加する一方、高齢者の自動車利用の割合が増加しています。 

・自動車の分担率は都心地域以外で高くなっています。 

 

【交通事故】 

・交通事故件数と死傷者数は減少傾向にあるものの、死傷者数の推移をみると、自動車と比較して自転車や徒歩での減少率が低い

傾向にあります。また、高齢者による事故の割合が増加しており、運転免許返納者数が増加傾向にあります。 

 

【都心】 

・都心の自動車交通量は減少傾向ですが、歩行者数は増加傾向にあります。 

・都心の立ち寄り個所数が少なく回遊性が低くなっており、自動車よりも鉄道、バス、二輪、徒歩の方が立ち寄り個所数が多くなってい

ます。 

・一部の駅で鉄道端末自転車の分担率が高いものの、都心部では自転車の分担率が低くなっています。 

 

【交通環境の革新】 

・近年は低速 EV バスの普及促進、MaaS の発展など、新技術の普及、活用が進んでいます。 

・人口減少に伴い、公共交通の利用者が減少し、交通事業者の

経営が悪化することで、公共交通サービスの維持が困難にな

ります。 

・路線バスの利用者数の減少やバス運転手の担い手不足によ

り、公共交通サービスが低下します。 

・都心の立ち寄り個所数が少なく、回遊性が低いことから、都

心のにぎわいが低下、もしくは停滞します。 

▶社会情勢 

・高齢者による事故の割合が増加し、運転免許証を返納する高

齢者が増加することで、移動制約者となる高齢者が増加しま

す。 

現状を踏まえた公共交通の問題 
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本市の公共交通の課題として、「公共交通カバー圏域の維持や公共交通によるアクセ

ス利便性確保」、「マイカーを持たない世代や高齢者等への移動手段の確保」、「都心回

遊性の向上」、新技術の導入を図る際の「既存サービス・制度との調整・整合」があげら

れます。 

 

 

図 2-20 公共交通に関する現状・問題・課題の整理 
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【公共交通の定義】 

公共交通は、誰もが利用でき、比較的多数の人を効率的に輸送できることから、生活

に欠かせない交通手段であり、環境負荷の軽減や健康増進、まちの賑わい創出などに寄与

するものです。 

 

➤地下鉄・JR 在来線 

主に市内の中距離から遠距離の移動を担い、高い定時性と速達性を持つ基幹的な交通

手段であり、都市の基軸としてまちづくりにおいても骨格的な役割を担います。 

➤路線バス 

鉄道と比べてきめ細やかな路線の設定ができ、停留所間の距離も短いため、多様な移

動に対応する交通手段です。本市では、鉄道駅にアクセスするためのフィーダーバス

や都心へ直接アクセスするための都心直行型バスといった様々な役割の路線を設定

し、市内の多様な移動を支えます。 

➤地域交通 

地域主体により運行される乗合タクシーやデマンド交通であり、地下鉄や JR 在来線、

路線バスを補完する移動を担います。 

➤タクシー 

最も自由度の高い公共交通機関として、比較的近距離の移動や個人・少人数のニーズ

に対応し、ドアツードアなどのきめ細かいサービスを提供します。 

➤都市間交通（高速バス・新幹線） 

本市の内外をつなぎ、観光や出張などに代表される長距離移動を担います。 
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3. 公共交通に関する目標及び基本方針 

 公共交通に関する目標 

仙台市の公共交通の課題等を踏まえ、下記のとおり目標を定めます。 

本市では、質の高い公共交通を中心とした持続可能な公共交通ネットワークの構築を

図るため、市民の皆様とともに地域の実情にあった公共交通について意見交換などを行い

ながら、自由に移動ができる生活の実現を目指します。 

また、このような公共交通ネットワークの構築により観光の振興やまちなかの賑わい

向上を目指します。 

 

※１ 質の高い公共交通とは： 

質の高さとは、わかりやすい運行ダイヤや運行間隔の設定などによる路線バスの利用しや

すさを拡大すること、地域主体の地域交通の維持確保による地域のきめ細かいニーズに応

じた移動手段の確保、市内の IC 乗車券での公共交通利用や乗り換え抵抗の少ない運賃制度

の実施などにより、市民や来訪者により選ばれる公共交通のことを指します。 

 

※２ まちなかとは： 

せんだい都市交通プランの地域区分（下図）における「都心地域」に該当します。 

 

図 3-1 せんだい都市交通プランにおける地域区分 

 

市民との協働により、地域の実情に合った、誰もが利用しやす

く質の高い公共交通※１を持続的に確保し、自由に移動ができる

生活の実現とまちなか※２の賑わい向上をめざします。 
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 公共交通に関する基本方針 

「3.1 公共交通に関する目標」を実現するため、「公共交通軸の形成・機能強化」

「路線バスの利便性向上」「地域交通の維持・確保・充実」「都心回遊交通の強化」「公

共交通のシームレス化・利用促進」の 5 つの基本方針に基づき進めます。 

 

 

都心や拠点にアクセスできる公共交通軸の設定と強化により、機能集約型

の都市づくりを目指す。 

基本方針１ 公共交通軸の形成・機能強化 

基本方針２ 路線バスの利便性向上 

路線バスの効率性と利便性の向上により、持続可能な公共交通のサービス

の確保を目指す。 

基本方針３ 地域交通の維持・確保・充実 

地域のニーズや実情に応じた地域主体の移動手段の維持・確保・充実によ

り、自由に移動ができる生活の実現を目指す。 

基本方針４ 都心回遊交通の強化 

都心での多様な活動や利便性を高めるため、公共交通等による都心の回遊

性強化により、まちなかの賑わいの向上を目指す。 

基本方針５ 公共交通のシームレス化・利用促進 

公共交通を中心とした、持続可能な交通体系を構築するため、複数の交通

手段を組み合わせた移動に関する利便性の向上により、誰もが利用しやす

い公共交通サービスの確保を目指す。 
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図 3-2 地域公共交通計画における課題と基本方針の整理 
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4. 公共交通ネットワーク 

4.1.1  公共交通ネットワークの整理 

せんだい都市交通プランの将来交通体系において、鉄道の機能強化に向けて、鉄道を

最大限に活かすために取り組んできた鉄道駅へのフィーダーバスの結節に加え、都心アク

セス型のバスを主な移動手段とする地域におけるバス幹線軸の形成や地域交通による移動

手段の確保・充実など、過度に自家用車に依存しない質の高い公共交通を中心とした交通

体系の実現に取り組むこととしています。 

地域公共交通計画の目標として掲げた持続可能な公共交通サービスを確保するために

は、鉄道や地下鉄、路線バスに加えて近年導入が進んでいる地域交通等、現在の公共交通

サービスを整理した上で公共交通ネットワークを構築することが重要です。また、機能集

約型の都市づくりを実現するため、路線バスの各役割に応じた区間を設定する必要もあり

ます。加えて、持続可能な公共交通ネットワークのためには、市民の皆様で「乗って支え

る」という意識も重要です。 

そして、誰もが利用しやすく、自由に移動ができる公共交通を実現するためには、比

較的大きな輸送需要に適した路線バスや地域の多様な移動需要に適した地域交通等、公共

交通サービスによる適切な役割分担をすることが必要です。 

そこで、既存公共交通ストックを有効活用していくため、基本方針に基づき、路線バ

スのネットワークについて「みんなで支える路線バスエリア」及び「みんなで育む多様な

交通確保エリア」の 2 つのエリアに分類します。 

「みんなで支える路線バスエリア」においては、路線バスの役割分担を明確に位置づ

け、優先的に施策を実施する「バス幹線区間」及び「バス準幹線区間」を設定し、鉄道駅

を中心とした都市づくりに資する鉄道軸を補完します。また、「フィーダー区間」を設定

することで、主要な鉄道駅へのアクセスを構築し、鉄道駅を中心とした機能集約型の都市

づくりの実践を目指します。 

「みんなで育む多様な交通確保エリア」においては、地域の皆様と意見交換を重ねな

がら、地域の実情に応じた多様な移動手段の確保を目指し、持続可能な公共交通ネットワ

ークの構築を図ります。 

また、エリア及び各区間については、社会情勢の変化やバス利用状況等に応じて随時

見直しを行います。 

 

  



 

4-2 

 

 

 

 図 4-1 公共交通ネットワークの整理 

 

表 4-1 公共交通ネットワークのエリア及び区間 

エリア選定 

みんなで支える 

路線バスエリア 

需要に応じ、主に路線バスによる運行を維持す

るエリア 

みんなで育む 

多様な交通確保エリア 

地域、交通事業者、行政の三者で意見交換を行

いながら、地域の実情に応じた路線バスやその

他交通サービスのうち適した移動手段を検討す

るエリア 

区間選定（みんなで支える路線バスエリア内） 

バス幹線区間 鉄道に準じたサービスにより、都心アクセスの

利便性を確保する区間 

バス準幹線区間 バス幹線区間に準じた都心アクセスの利便性を

確保する区間 

フィーダー区間 鉄道駅へのアクセス路線として確保する区間 
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4.1.2  公共交通ネットワークの構築 

路線バスについては、これまで郊外住宅地の開発、新たな道路開通、地下鉄開業など

のバス利用状況の変化に合わせてネットワークの拡大や再編等が実施されてきました。 

近年は路線バス利用者の減少に伴い運行本数の減便を進めてきたものの、需要と供給

が一致しない状況となっています。また、持続可能な公共交通ネットワークとするために

は、現在の運行状況や都市構造などを考慮し、需要に応じた公共交通手段を採用し、利便

性を確保することが重要になります。 

そこで、本節では、下表の分類基準に基づき、現状の路線バスの運行状況や沿線人口

密度から「みんなで支える路線バスエリア」と「みんなで育む多様な交通確保エリア」に

エリア分けを行い、みんなで支える路線バスエリアにおいて、沿線人口密度や施設密度等

から地域の潜在需要に応じ、バス幹線区間、バス準幹線区間及びフィーダー区間を設定

し、公共交通ネットワークの構築を図ります。 

表 4-2 エリア及び区間の分類基準 

 

*１ 既成市街地の基準の 1/2 より設定 

*２ 運行時間を 6～22 時台の 17 時間とみなし、その内のピーク時間帯（7～8 時台、17

～18 時台の 4 時間）は運行本数 2 本/時、オフピーク時間帯（13 時間）は運行本数 1

本/時として、上り・下りの両方向を想定した際の運行本数（ピーク時間帯：2 本/時

×4 時間×2（両方向）＝16 本、オフピーク時間帯 1 本/時×13 時間×2（両方向）＝26

本の計 42 本）から、おおむね 40 本と設定 

分類 分類基準

みんなで支える
路線バスエリア

• 沿線の夜間人口密度20人/ha*１以上（H27国勢調査）
• 運行本数40本/日*２以上 または 平均乗車密度5人*３以上

バス幹線区間

• 都心アクセス型路線
• 沿線の夜間人口密度60人/ha*４以上（H27国勢調査）
• 沿道施設立地8箇所/㎢*５以上
• ネットワークの連続性を考慮
• バスレーン導入を想定して多車線道路（上り方向2車線以上）
• 鉄道と完全に並走する区間は除外

バス準幹線区間

• 都心アクセス型路線
• ネットワークの連続性を考慮
• 1車線でも対象とする。
• 鉄道と完全に並走する区間は除外

■タイプ①
• 沿線の夜間人口密度60人/ha*４以

上（H27国勢調査）
• 沿道施設立地8箇所以上

■タイプ②
• 仙台駅と郊外部の点在する人口集中

地区とを結ぶ区間
• 人口集中地区内区間の沿道施設立地

4箇所/㎢*６以上

フィーダー区間

• JR、地下鉄（駅前広場整備済み）の駅アクセス路線
• ネットワークの連続性を考慮

■タイプ①
• 沿線の夜間人口密度40人/ha*７以

上（H27国勢調査）

■タイプ②
• JR、地下鉄と郊外部の点在する人口

集中地区とを結ぶ区間

みんなで育む
多様な交通確保エリア

• みんなで支える路線バスエリアの基準未満
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*３ 平均乗車密度は、各バス停間のバス乗車人数を平均したもので、1 日の輸送人キロ

（1 日のバス停間乗車人数×バス停間距離）を総運行距離で割ったものであり、国庫補

助の基準から 5 人と設定 

*４ 国土交通省の都市計画運用指針の記述「住宅用地の人口密度については、～（中

略）～1ha 当たり 60 人以上とすることを基本とすることが望ましい。」より設定 

*５ 対象施設は医療（病院、診療所）、商業（延べ床面積 1,000 ㎡以上）、教育（高

校・専門学校、短大、大学）、公共（自治体庁舎）、文化（文化会館、図書館、博物

館、美術館）施設であり、仙台市の市街化区域（工専除く）の平均値より設定 

*６ 対象施設は*５と同様、仙台市の市街化区域（工専除く）の平均値の 1/2 より設定 

*７ 都市計画法施行規則の既成市街地の基準より設定 

 

 

図 4-2 公共交通ネットワーク層別イメージ  
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 みんなで支える路線バスエリア 

みんなで支える路線バスエリアは公共交通の需要が一定程度見込まれるエリアであ

り、都市の骨格となる鉄道及び比較的多数の人を効率的に輸送できる路線バスにより、移

動が可能なエリアです。 

このエリアでは、都心へ直接アクセスするための都心アクセス型バスや鉄道駅にアク

セスするためのフィーダーバスといった様々な役割の区間を設定し、各区間に応じた施策

を実施することで利便性の向上を図ります。 

 

図 4-3 みんなで支える路線バスエリア 
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 みんなで育む多様な交通確保エリア 

みんなで育む多様な交通確保エリアは、郊外等で人口が点在していること等から輸送

需要の確保が課題と考えられるエリアです。 

このエリアでは、路線バス利用促進や地域の実情にあった公共交通のあり方、路線バ

スと地域交通の適切な役割分担等について、地域の皆様、交通事業者、行政の三者による

意見交換を行いながら、地域の実情に応じた多様な移動手段の確保を目指します。 

なお、移動手段の確保にあたっては、地域の利用や観光の視点も踏まえつつ、路線バ

スの維持や運行ダイヤの見直しに向けた検討、もしくは、地域住民主体の地域交通導入

や、路線バスの一部運行形態の転換などについて検討します。 

 

図 4-4 地域交通の導入フローの一例 

  



 

4-7 

 

 

 

図 4-5 みんなで育む多様な交通確保エリア 
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 バス幹線区間 

みんなで支える路線バスエリア内において、都心へアクセスする路線バスのうち幹線

軸を形成し、多車線区間におけるバスレーン設置などのハード整備による走行環境の改善

等、鉄道に準じた運行本数や利用しやすい運行間隔など、定時性・速達性に優れた都心ア

クセス型バスの提供を目指す区間です。 

 

図 4-6 バス幹線区間 
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 バス準幹線区間 

みんなで支える路線バスエリア内において、バス幹線区間と同等の人口や施設の立地

があるものの、バス幹線区間の条件に合致しない区間において、バス幹線区間に準じた都

心アクセス型バスの提供を目指す区間です。区間において都心までのアクセス利便性を確

保することから、バス準幹線区間からバス幹線区間の接続バス停での乗り換えを前提とす

るものではありません。 

 

図 4-7 バス準幹線区間 
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 フィーダー区間 

みんなで支える路線バスエリア内において、乗り換えによる移動のため鉄道駅へのア

クセスを重視したフィーダーバスの提供を目指す区間です。 

 

 

図 4-8 フィーダー区間 
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図 4-9 公共交通ネットワーク 

注）みんなで支える路線バスエリアは路線バスの運行等を確約するものではありません。 

社会情勢の変化や公共交通の利用状況を考慮し、適宜見直しを行います。 
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表 4-3 各区間の起終点 

エリア／区間  

バ
ス
幹
線
区
間 

仙台駅～北六番丁小学校前 付近 

仙台駅～宮城野区役所前 付近 

仙台駅～若林一丁目 付近 

仙台駅～砂押町 付近 

仙台駅～大崎八幡宮前 付近 

仙台駅～宮城学院前 付近 

仙台駅～八乙女駅 付近 

仙台駅～交通局大学病院前 付近 

仙台駅～高等裁判所前 付近 

バ
ス
準
幹
線
区
間 

仙台駅（北六番丁小学校前）～東仙台営業所前 付近 

仙台駅（花京院シルバーセンター前）～東照宮一丁目 付近 

仙台駅（若林一丁目）～沖野四丁目南 付近 

仙台駅（砂押町）～南ニュータウン東・日本平 付近 

仙台駅（砂押町）～山田自由ヶ丘 付近 

仙台駅～茂庭台一丁目南 付近 

仙台駅（北仙台）～泉ビレジ四丁目 付近 

仙台駅（北仙台）～西中山 付近 

仙台駅（北山一丁目）～桜ヶ丘七丁目 付近 

仙台駅（北山一丁目）～（歯学部付属病院東北会病院前）仙台駅 

仙台駅（大崎八幡宮前）～吉成一丁目（南吉成地区内循環） 付近 

仙台駅（大崎八幡宮前）～国見ケ丘三丁目 付近 

仙台駅（宮城野区役所前）～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 

仙台駅（高等裁判所前）～八木山動物公園駅 付近 

仙台駅（河原町駅南口）～飯田団地 付近 

仙台駅（本沢三丁目（下り）・仙台フィンランド健康福祉センター前（上り））～長命ヶ丘二丁目 付近 

フ
ィ
ー
ダ
ー
区
間 

ＪＲ駅結節 

愛子駅～錦ヶ丘八丁目 付近 

南仙台駅～柳生五丁目 付近 

南仙台駅～昭和北（北回り・南回り） 付近 

長町駅～茂庭台四丁目 付近 

陸前高砂駅～高砂市営住宅西 付近 

地下鉄南北線駅結節 
 

泉中央駅～住吉台西三丁目 付近 

泉中央駅～吉成一丁目（南吉成地区内循環） 付近 

泉中央駅～紫山（紫山地区内循環） 付近 

泉中央駅～泉中央駅（将監団地循環） 付近 

泉中央駅～泉ヶ丘北 付近 

泉中央駅～明石南四丁目・明石南二丁目・向陽台三丁目 付近 

泉中央駅～東北学院大学泉キャンパス・松森団地南 付近 

泉中央駅～松陵中学校前（ニュータウン内循環） 付近 

泉中央駅～鶴が丘ニュータウン（ニュータウン内循環） 付近 

八乙女駅～長命ヶ丘二丁目 付近 

旭ヶ丘駅～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 

台原駅～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 

地下鉄東西線駅・ 
地下鉄南北線駅・ 
ＪＲ駅結節 

八木山動物公園駅～長町駅前（八木山南団地経由） 付近 

八木山動物公園駅～長町駅前（八木山中学校経由） 付近 

八木山動物公園駅～長町駅前（芦口小学校経由） 付近 

八木山動物公園駅～長町駅前（緑ヶ丘三丁目経由） 付近 

地下鉄東西線駅結節 

八木山動物公園駅～南ニュータウン東 付近 

薬師堂駅～霞の目営業所前（古城三丁目経由） 付近 

薬師堂駅～霞の目営業所前（大和小学校経由） 付近 

薬師堂駅～霞の目（遠見塚経由） 付近 

薬師堂駅～陸上自衛隊仙台駐屯地前 付近 

薬師堂駅～荒井駅（若林区役所前経由） 付近 
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 各区間の施策展開の考え方 

みんなで支える路線バスエリアでは、利便性向上の取組による効果を安定して得られると

考えられるバスの運行間隔（1 時間に概ね 1 本以上※１）を基に、各区間の施策に取り組みま

す。 

各区間の現在の運行状況は、バス幹線区間では 1 時間に概ね 4 本以上※２、バス準幹線区

間では 1 時間に概ね 2 本以上※２、フィーダー区間では 1 時間に概ね 1 本以上※２となってお

り、沿線人口密度や施設立地密度などの地域の潜在需要が多い区間であることから、それぞ

れに応じた施策を優先的に実施することにより、サービスの向上を図ります。 

後述の「5. 公共交通体系を実現するための施策」で整理している施策に取り組むこと

で、サービスの高度化を図ります。特に、「バス幹線区間」及び「バス準幹線区間」では運

行間隔の平準化による最大待ち時間の短縮などの事業者間調整やバス待ち環境、走行環境の

向上による定時性・速達性の確保などを、「フィーダー区間」ではバス幹線区間との乗り継

ぎしやすい運行ダイヤ設定や鉄道と路線バスの乗り継ぎに関する情報提供の向上などを実施

します。 

 

※１ 平成 26 年度 国土交通白書第 2 章第 2 節  

※２ 片方向（上り）の本数  
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5. 公共交通体系を実現するための施策 

 地域公共交通計画の取組内容 

地域公共交通計画の目標を実現するために必要な取組内容について実施するエリア及び区間を整理します。各取組内容については、仙台市が主体となり交通事業者※１や交通管理者※２、道路管理者※３など

の各関係者と連携を図りながら実施計画を策定して進めることとし、詳細は「5.2 施策概要及び取組方針」にて整理します。 

また、地域公共交通計画策定後、表 5-1 に記載の実施計画を策定します。また、SDGs との関係性についても各施策に関係する SDGs の目標を示します。 

 

表 5-1 地域公共交通で取組む施策の一覧 

 

※１：鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者など 

※２：宮城県警察 

※３：国土交通省、仙台市 

みんなで
支える路線
バスエリア

みんなで育む
多様な交通
確保エリア

バス幹線 バス準幹線 フィーダー

1）バス幹線区間及びバス準幹線区間における事業者間調整 ● ● ● ●

2）バス待ち環境の整備 ● ● ●

3）⾛⾏環境等の整備 ● ● ●

1）フィーダー区間の事業者間調整 ● ● ●

2）乗り継ぎに関する情報提供の改善 ● ●

3）乗り継ぎ時刻表の掲示 ● ●

4）バス待ち環境の整備 ● ●

1）仙台駅における乗り継ぎ利便性向上策の実施 ●

2）泉中央駅周辺における交通環境改善策の検討 ●

1）地域の実情に合った移動手段の確保 ● ●

2）地域の移動手段確保について考える意⾒交換会の実施 ● ●

3）地域交通を利⽤しやすい運賃施策等の検討・実施 ● ●

1）地域交通結節点整備 ● ●

2）医療施設や商業施設等と連携した乗り継ぎ停留所の設置 ● ●

1）都⼼部における均⼀運賃制度の検討・実施 ●

2）均⼀運賃制度の更なる利⽤促進 ●

3）公共交通を利⽤した回遊のあり⽅検討 ●

⑦自動運転等新技術の活⽤の検討 1）自動運転等新技術の活⽤の検討 ●

1）スマートバス停の導入 ●

2）バス待ち環境の整備 ●

1）公共交通の情報提供の改善 ● ●

2）駅等交通結節点における案内誘導の改善 ●

3）路線バスの共通ナンバリングの導入検討 ● ● ●

1）⼀⽇乗⾞券等の実施 ● ●

2）新たな運賃・乗⾞券制度の検討 ● ● ●

3）公共交通利⽤者の優遇策の検討 ● ●

1）ICカード乗⾞券の利⽤・導入の促進 ● ●

2）キャッシュレス決済の検討 ● ●

3）ICカード乗⾞券の更なる利便性向上の検討 ● ●

1）鉄道駅バリアフリー化の推進 ●

2）誰にでも使いやすい移動⾞両等の導入 ● ●

1）住⺠モビリティ・マネジメント ● ●

2）転入者モビリティ・マネジメント ● ●

3）学生・生徒モビリティ・マネジメント ● ●

4）公共交通利⽤促進イベントの開催 ● ●

5）小学生への公共交通に関する学習の実施 ● ●

6）パーク&ライド等の推進 ●

⑭ＭａａＳの推進 1）MaaSの推進 ● ●

1）来訪者向け公共交通施策の実施 ●

2）来訪者向け交通手段の利⽤促進 ● ●

実施計画
策定予定

1.公共交通軸の形成・機能
 強化
2.路線バスの利便性向上

①バス幹線区間・バス準幹線区間における利便性
 向上策の実施

②フィーダー区間における利便性向上策の実施

③既存鉄道の機能強化

公共交通の基本方針 個別施策 取組内容
エリア 区間

⑫駅やバス・地下鉄⾞両等のバリアフリー化

⑬モビリティ・マネジメント等の推進

⑮旅⾏者等が移動しやすい環境の整備

3.地域交通の維持・確保・
 充実

④地域交通による地域が主体となった移動手段の
 確保・充実

⑤地域交通と路線バス等をつなぐ交通結節点整備

4.都心回遊交通の強化 ⑥公共交通を利⽤した都⼼の回遊の促進

5.公共交通のシームレス化・
 利⽤促進等

⑧バス待ち環境整備

⑨公共交通の情報提供や案内誘導の改善

⑩運賃施策等による公共交通利⽤の促進

⑪キャッシュレス決済の利活⽤の促進
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 施策概要及び取組方針 

（１）公共交通軸の形成・機能強化及び路線バスの利便性向上 

施策① バス幹線区間・バス準幹線区間における利便性向上策の実施 

 

概要 バス幹線区間及びバス準幹線区間においては、事業者間調整やバス待ち環

境、走行環境の向上を行うことにより、定時性・速達性を確保し、利用者か

ら選んでもらえる、利用しやすい路線バスを目指します。 

取組内容 １）バス幹線区間及びバス準幹線区間における事業者間調整 

本計画で設定した公共交通ネットワークのバス幹線・バス準幹線区間につ

いて、利用者に分かりやすい等間隔運行（パターンダイヤ）による運行効率

化や、複数のバス事業者による共同運行（運行ダイヤ調整、共通運賃設定

等）の可能性を検討し、運行内容を実施計画等にとりまとめます。 

 

 

 

 

 

図  5-1 パターンダイヤ化のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  5-2 運行ダイヤ調整などのイメージ  

 

 

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討し、実施計画を

とりまとめます。 

取組の進め方 



 

5-3 

 

 

施策① バス幹線区間・バス準幹線区間における利便性向上策の実施 

 

２）バス待ち環境の整備 

利用者の利便性を向上させるため、バス停の上屋やベンチ、スマートバス

停等のバス待ち環境の整備状況について把握を行い、対象区間の沿道状況や

利用状況等を踏まえ、設定されたバス幹線区間・バス準幹線区間のうち選定さ

れた区間ごとに効果的な施策の検討・導入を図り、待合環境の向上に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 バス待ち環境の例（左から、バス停上屋・ベンチ、接近表示器、スマートバス停）  

 

３）走行環境等の整備 

バスの定時性・速達性を向上するため、対象区間の交通状況等について把

握し、バスレーンの整備、PTPS の導入、バス車両の改善などの検討に取り組

みます。 

 

 

 

 

 

図  5-4 PTPS のイメージ    図  5-5 バスレーン設置のイメージ 

  

仙台市が交通管理者、道路管理者とともに、交通事業者と連携しな

がら導入区間について検討を行います。 

取組の進め方 

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討し、交通管理

者、道路管理者と連携し実施します。 

取組の進め方 
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施策② フィーダー区間における利便性向上策の実施 

概要 フィーダー区間においては、鉄道と路線バスの乗り継ぎに関して、鉄道か

ら接続するバス発車時刻の案内について、電光掲示板による情報提供（デジ

タルサイネージ）の導入に向けた検討やオープンデータ化の推進などを行

い、利用者が必要な情報をより得られやすく、より利便性の高い路線バスを

目指します。 

取組内容 １）フィーダー区間の事業者間調整 

本計画で設定した公共交通ネットワークのフィーダー区間について、バス

幹線区間との乗り継ぎがしやすいダイヤ設定などの運行内容を実施計画等に

とりまとめます。 

 

 

 

 

２）乗り継ぎに関する情報提供の改善 

鉄道とバスやバスとバスの乗り継ぎに関して、出発地から目的地までの一

体的な経路案内など、乗り継ぎに関してより利便性の高い情報提供を行うた

め、「標準的なバス情報フォーマット（GTFS）」に基づいたデータの整備

を行うとともに、バス情報のオープンデータ化などによるバス情報の活用を

検討します。 

 

図  5-4 GTFS の構成  

出典：国土交通省「標準的なバス情報フォーマット」ダイジェスト 

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討し、実施計画を

とりまとめます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者とともにバス情報の活用に向けた検討に取り組

みます。 

取組の進め方 
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施策② フィーダー区間における利便性向上策の実施 

３）乗り継ぎ時刻表の掲示 

鉄道とバスの乗り継ぎについて、デジタルサイネージの導入による乗り継

ぎ時刻表の掲示を継続実施するとともに拡充に向け検討します。 

 

図  5-5 乗り継ぎ時刻表の掲示の例 

４）バス待ち環境の整備 

利用者の利便性を向上させるため、バス停の上屋やベンチ、スマートバス

停等のバス待ち環境の整備状況について把握を行い、対象区間の沿道状況や

利用状況等を踏まえ、設定されたフィーダー区間のうち選定された区間ごとに

効果的な施策の検討・導入を図り、待合環境の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 バス待ち環境の例（左から、バス停上屋・ベンチ、接近表示器、スマートバス停）  

  

交通事業者が継続的に実施し、仙台市は交通事業者とともに拡充に

向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討し、交通管理

者、道路管理者と連携し、実施します。 

取組の進め方 
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施策③ 既存鉄道の機能強化 

概要 定時性・速達性に優れ、都市交通の軸として公共交通体系の骨格を形成す

る鉄道について、交通機関相互間の乗り継ぎ利便性を高め、既存鉄道の機能

強化を図ります。 

取組内容 １）仙台駅における乗り継ぎ利便性向上策の実施 

東北の玄関口として重要な交通結節駅である仙台駅は、都心部の交通の中

心でありながら、乗り継ぎの複雑さやバス・自動車の混雑などの課題を抱え

ています。 

こうした課題に対して、現在、バスターミナル拡張による路線バス停の集

約化等に向けた仙台駅西口駅前広場再整備事業を進めており、バスターミナ

ルとペデストリアンデッキ等を結ぶ主要な乗り換え動線において、エスカレ

ーター等を増設し、更なる乗り継ぎ利便性の向上を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  5-7 仙台駅西口（イメージパース） 

 

 

２）泉中央駅周辺における交通環境改善策の検討 

地下鉄南北線の端末駅であり仙台市北部の主要な乗り継ぎ拠点である泉中

央駅は、周辺道路混雑やバスターミナル内の滞留などの課題を抱えていま

す。 

仙台市が交通事業者とともに継続して取り組みます。 

取組の進め方 
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施策③ 既存鉄道の機能強化 

こうした課題に対して、民間活力を活用した泉区役所建替事業に併せ、交

通環境改善について検討を進めます。 

 

  

仙台市が民間事業者と協議し、交通環境改善策の検討を進めます。 

取組の進め方 
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（２）地域交通の維持・確保・充実 

施策④ 地域交通による地域が主体となった移動手段の確保・充実 

概要 地域交通の導入の検討や検討に関する話し合い、導入後の運営について技

術的支援、財政的支援、利用促進策への支援を行い、地域交通による地域が

主体となった移動手段の確保・充実を図ります。 

取組内容 １）地域の実情に合った移動手段の確保 

地域が主体となって地域交通の導入を検討する場合は、「みんなで育てる

地域交通乗り乗り事業」により、技術的支援、財政的支援、利用促進策への

支援を行います。 

地域での話し合いに専門家を派遣し、地域住民の移動実態の把握や地域課

題の整理、試験運行に向けた運行計画策定等への技術的な支援を行います。

地域が主体で乗合タクシー等の地域交通を運行する場合に、運行経費や停留

所製作等の初期費用、広報啓発費用に対する補助など財政的な支援を行いま

す。地域交通を利用する高齢者や障害者への運賃割引制度を導入した運営主

体に対する減収分の補助やポスター・チラシの作成など、地域が主体となっ

た利用促進策への支援を行います。 

 

図  5-8 みんなで育てる地域交通乗り乗り事業  

仙台市が継続して支援するとともに、市民・交通事業者と協議し、

関係する企業や団体と連携しながら、移動手段の確保・充実に取り

組みます。 

取組の進め方 
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施策④ 地域交通による地域が主体となった移動手段の確保・充実 

２）地域の移動手段確保について考える意見交換会の実施 

地域の皆様、交通事業者、行政の三者による意見交換会を実施し、持続可

能な移動手段の確保や充実に向けた検討を行います。 

移動手段の確保については、路線バスや地域交通のほか、自家用有償運送

などの交通手段も考慮して検討します。また、地域交通の導入を検討する場

合には、「みんなで育てる地域交通乗り乗り事業」等により支援を行いま

す。 

 

図  5-9 意見交換会のイメージ 

 

３）地域交通を利用しやすい運賃施策等の検討・実施 

地域交通がより利用しやすくなるように、割引制度や IC カード乗車券の

導入、運行情報のオープンデータ化などを検討し、順次実施します。また、

持続可能な地域交通の確保に向けて、時刻や経路検索などの情報提供、市内

の各地域交通において共通利用できる予約システムの導入などについて検討

し、利便性向上や運行事業者の省力化・効率化について、順次実施します。 

  

仙台市が継続して支援するとともに、市民・交通事業者と協議し、

関係する企業や団体と連携しながら、移動手段の確保・充実に取り

組みます。 

取組の進め方 

仙台市が市民・交通事業者とともに、実施に向けた検討に取り組み

ます。 

取組の進め方 
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施策⑤ 地域交通と路線バス等をつなぐ交通結節点整備 

概要 地域交通と路線バス等をつなぐ交通結節点の整備により、地域交通と路線

バスとの乗り継ぎ利便性の向上や結節点における待合い環境の向上を図りま

す。 

取組内容 １）地域交通結節点整備 

地域交通と路線バスとの結節点の候補箇所を選定し、整備箇所を検討しま

す。また、地域交通と路線バスの乗り継ぎに関する結節点の機能強化につい

ても検討します。 

 

図  5-10 地域交通と路線バスが一体となって交通体系を形成するイメージ 

 

２）医療施設や商業施設等と連携した乗り継ぎ停留所の設置 

地域交通の乗り継ぎ停留所の設置について検討します。その際に、目的地

となる医療施設や商業施設等と協議し、ベンチなどを備えた停留所の設置に

よる待合い環境や施設で受けられるサービスと連携した施策についても検討

します。 

 

仙台市が市民とともに、交通事業者と連携し、実施に向けた検討に

取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が市民とともに、企業や団体等と連携し、実施に向けた検討

に取り組みます。 

取組の進め方 
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（３）都心回遊交通の強化 

施策⑥ 公共交通を利用した都心の回遊の促進 

概要 都心の回遊を促進し賑わいの向上に資するため、鉄道や路線バス、タクシ

ー等の公共交通の有効活用と、利用しやすさの向上を図ります。 

取組内容 １）都心部における均一運賃制度の検討・実施 

都心部の賑わいの向上のため、都心バスや地下鉄の均一運賃制度は継続

し、さらなる回遊行動の促進のため、都心部の均一運賃制度について、検討

します。 

 

２）均一運賃制度の更なる利用促進 

都心バス均一運賃制度の利用促進に向けて、運行本数や所要時間や運賃が

分かる案内表示の掲示、都心部の均一運賃の一日乗車券の販売などを検討

し、順次実施します。また、都心バス均一運賃制度のバスマップとステッカ

ーを作成し、利用者への配布、バス車両への貼付などを行い、認知度の向上

を図ります。 

 

３）公共交通を利用した回遊のあり方検討 

都心の回遊促進に向けて、都心内の公共交通の利用状況や仙台駅前の開

発、定禅寺通の活用状況などを把握した上で、路線バスや観光シティループ

バス「るーぷる仙台」の運行ルートの工夫などのほか、公共交通を補完する

移動手段であるコミュニティサイクルの適切なポート配置や、自転車通行空

間の整備により、公共交通による回遊性が高まるように検討します。 

  

仙台市が交通事業者と協議し、実施に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者と協議し、企業・団体等と連携しながら、実施

に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者と協議し、活用に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 
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（４）公共交通のシームレス化・利用促進等 

施策⑦ 自動運転等新技術の活用の検討 

概要 近年、自動運転やグリーンスローモビリティ等、新技術や新たなモビリテ

ィが開発されていることから、新技術の導入による円滑で快適な移動環境の

確保を図ります。 

取組内容 １）自動運転等新技術の活用の検討 

仙台市における自動運転やグリーンスローモビリティ等の新技術や新たな

モビリティの導入可能性について、企業や大学、地域のまちづくり団体等と

連携しながら検証し、新技術の活用を検討します。 

 

 

図  5-11 グリーンスローモビリティ（GSM）  

 

 

  

仙台市が企業・団体等とともに、交通事業者と連携し、活用に向け

た検討に取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑧ バス待ち環境整備 

概要 路線バスと鉄道の運行本数が同じではない等様々な要因から、バス待ち時

間が発生することが想定されるため、バス待ち時間の間にバスの運行情報や

様々な街の情報を入手できる環境、風雨の影響を受けずにバスを待つことが

できる環境の整備を図ります。 

取組内容 １）スマートバス停の導入 

スマートバス停は、液晶パネル等により、リアルタイムで情報を発信でき

るバス停です。路線図や時刻表の文字が拡大されて見やすくなるほか、バス

の運行情報以外にも様々な情報を入手することもできます。また、時刻表等

の情報を遠隔配信により更新できるようになる等、管理の効率化が期待され

るため、スマートバス停の導入を検討します。また、スマートバス停の機能

や表示する情報、広告との連携等について、実施内容を検討します。 

 

２）バス待ち環境の整備 

バス待ち環境の改善や整備が必要な箇所について、交通事業者と協議しな

がら改善方法や整備内容を検討します。また、上屋やベンチを伴ったバス停

の整備や維持に向け、バス停が設置されている土地所有者や企業・団体と連

携し、バス停を維持する手段や整備内容について検討します。 

 

 

  

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討に取り組みま

す。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者と協議・検討するとともに、道路管理者や企

業・団体等と連携しながら、更なる推進に取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑨ 公共交通の情報提供や案内誘導の改善 

概要 本市の公共交通をはじめて利用する方でも、公共交通の利用や相互乗り換

え、または結節駅構内の移動が分かりやすいよう、情報提供や案内誘導の改

善を図ります。 

取組内容 １）公共交通の情報提供の改善 

現在提供しているどこバス仙台等による情報提供を継続します。加えて、

運行情報のオープンデータ化を検討・実施することで、さらに多くの経路検

索や経路案内アプリでシームレスな検索ができるようにする等、情報提供の

改善を図ります。 

 

２）駅等交通結節点における案内誘導の改善 

「仙台市歩行者系案内誘導サイン等基本方針」に基づいて、駅等の交通結

節点の利用者の動きや利用状況を把握し、分かりやすい案内誘導のサインや

方法を検討します。 

また、多くの路線バスが発着する仙台駅において、路線バスへの乗り継ぎ

利便性の向上に向け、案内板等の設置について検討します。 

 

３）路線バスの共通ナンバリングの導入検討 

路線バスが分かりやすくなるように、発着所や行き先・方面などで分類

し、共通のナンバリングを付けることを検討します。 

  

交通事業者が継続するとともに、仙台市と連携しながら改善に向け

た検討に取り組みます。 

取組の進め方 

交通事業者、道路管理者が仙台市と連携し、改善に向けた検討に取

り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が計画期間の前期に交通事業者と協議・検討に取り組みま

す。 

取組の進め方 
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施策⑩ 運賃施策等による公共交通利用の促進 

概要 本市では、公共交通の運賃について、様々な支援制度・運賃制度を実施し

ており、公共交通の利用促進を図っています。 

既存の支援制度・運賃制度を継続するとともに、更なる公共交通の利便性

の向上及び利用促進を図るため、公共交通の利用を促すような新たな運賃設

定や支援制度について検討します。 

取組内容 １）一日乗車券等の実施 

公共交通の利用を促すよう、一日乗車券等の制度を引き続き実施します。

また、キャッシュレス決済や観光地での MaaS など、様々な支払方法や複数

のサービスが連携した事例を参考に、様々な利用者に使いやすい一日乗車券

等を新たに検討します。 

 

２）新たな運賃・乗車券制度の検討 

本市の公共交通の利用状況を踏まえ他都市の運賃制度、割引制度を比較

し、本市で公共交通の利用を促進する運賃制度や、利便性の高い新たな乗車

券制度を検討します。 

 

３）公共交通利用者の優遇策の検討 

公共交通の沿線にある商店街や店舗等と協議し、公共交通利用者がメリッ

トを受けられる割引制度や買物等によるポイント付与について検討します。 

  

仙台市が交通事業者と協議し、実施に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者と協議し、実施に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者と協議し、企業・団体等と連携しながら、実施

に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑪ キャッシュレス決済の利活用の促進 

概要 公共交通のキャッシュレス決済は利用拡大から利用定着の段階へ移りつつ

あり、更なる公共交通の利便性向上に向け、MaaS をはじめとする多様なサー

ビスとの連携等キャッシュレス決済の更なる活用を促進します。 

取組内容 １）IC カード乗車券の利用・導入の促進 

IC カード乗車券を利用することでお得になるサービスを継続し、高い頻度

での利用を促進します。また、地域交通の運営主体と協議し、IC カード乗車

券の導入と利用範囲の拡大を検討します。 

 

２）キャッシュレス決済の検討 

MaaS の事例を参考にしながら、クレジットカードや携帯アプリなどによる

公共交通のキャッシュレス決済の方法について検討します。 

 

３）IC カード乗車券の更なる利便性向上の検討 

買物などの公共交通以外での IC カード乗車券の利用状況を把握し、複数

の企業・団体等のサービスと連携して更なる利便性向上を検討します。 

  

交通事業者が継続して実施するとともに、仙台市が交通事業者や地

域交通運営主体等と協議し、導入及び拡大に向けた検討に取り組み

ます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者等と協議し、実施に向けた検討に取り組みま

す。 

取組の進め方 

仙台市が企業・団体等と連携しながら、交通事業者と協議し、実施

に向けた検討に取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑫ 駅やバス・地下鉄車両等のバリアフリー化 

概要 「仙台市バリアフリー基本構想」に基づき、鉄道駅におけるエスカレータ

ーの設置等を推進していくとともに、路線バスにおける低床バスや、ユニバ

ーサルデザインタクシーの導入、地下鉄南北線における車両とホームの隙

間・段差の縮小、各車両での車椅子・ベビーカースペース設置等のバリアフ

リー化を引き続き図ります。 

取組内容 １）鉄道駅バリアフリー化の推進 

福田町駅の、駅舎と自由通路を移転整備に向けた検討を行い、バリアフリ

ー化を図ります。 

仙台駅、北仙台駅等において更なるバリアフリー化の充実を検討します。 

 

２）誰にでも使いやすい移動車両等の導入 

バスやタクシー等を運行する交通事業者が誰にでも使いやすい移動車両等

の導入を促進します。 

  

仙台市が交通事業者とともに、継続して検討に取り組みます。 

取組の進め方 

交通事業者が仙台市と連携し、継続して取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑬ モビリティ・マネジメント等の推進 

概要 本市のモビリティ・マネジメント等の取り組みである「せんだいスマー

ト」では、公共交通を利用することを通して健康面や生活そのものがスマー

トなものへとなっていくことを願い、公共交通の利用促進を図るための様々

なソフト施策を実施しています。 

公共交通の利用方法や利便性、利点等を知っていただくことで、公共交通

への親しみを醸成することにより、自家用車と公共交通の上手な使い分けを

促す、モビリティ・マネジメント等を推進します。 

取組内容 １）住民モビリティ・マネジメント 

地域と連携した取り組みとして、路線バス沿線地域において、日頃の外出

を便利で快適にするための意見交換等を行い、実践してみる機会や実際に公

共交通を利用する機会を提供します。 

地域において、交通機関の使い方を考え、体験することで、一人ひとり

が、自分の目的に合わせて自家用車と公共交通を上手く使い分けるという行

動変化を促し、公共交通への利用転換を図るとともに、地域全体で公共交通

を支えるという活動につなげます。 

せんだいスマートを効率良く、持続的な取り組みとするためには、市民協

働により市民が自発的に公共交通利用促進の取り組みを展開していくこと

で、公共交通利用の意識が持続的なものとなることが期待されます。そのた

め、地域住民との意見交換や利用促進に係るツールの配布等を通じて、地域

住民に公共交通の優位性や有益性などの理解を深めてもらうことで、モビリ

ティ・マネジメントを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台市が交通事業者と連携し、継続して取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑬ モビリティ・マネジメント等の推進 

２）転入者モビリティ・マネジメント 

本市への転入者に対し、仙台市内のバス路線図や公共交通の案内などの情

報が掲載されている資料を配布し、移動手段が固まっていない転入者に対し

て公共交通の利用を促進します。 

 

図  5-12 転入者への公共交通の案内資料等  

 

３）学生・生徒モビリティ・マネジメント 

通学に便利なバス路線が描かれた大学周辺のバス路線図などの情報マップ

を大学と連携して作成し、各大学から新入生を中心に配布することで、大学

生の公共交通の利用を促進します。 

大学・高校のオープンキャンパスや合格者向け説明会等において、路線バ

スや地下鉄のパンフレットを配布することで、入学後の公共交通の利用を促

進します。 

中学校卒業を機に、移動する範囲が大きく広がる中学 3 年生を対象とした

公共交通利用促進施策を検討・実施します。 

 

 

 

 

仙台市が交通事業者と連携し、継続して取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者や大学等と連携し、継続して取り組みます。 

取組の進め方 
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施策⑬ モビリティ・マネジメント等の推進 

４）公共交通利用促進イベントの開催 

環境にやさしい公共交通を中心とした持続可能な都市づくりに向け、鉄道

やバスなどの公共交通や自転車の利用促進ＰＲ等を行います。 

市民や利用者が公共交通の使い方やその必要性を考えるきっかけとするた

め、交通フェスタなどの公共交通利用促進イベントを継続して開催します。 

５）小学生への公共交通に関する学習の実施 

普段、公共交通を利用する機会が少ない小学生を対象に、公共交通を利用

する機会や、公共交通について考える機会を提供し、将来の公共交通利用者

の育成を図ります。 

小学生にバスがもっと身近な乗り物と感じてもらい、さらにご家族皆様の

バスへの関心を高めることを目的に、「小学生なつやすみバスの絵コンテス

ト」を継続的に実施します。 

図  5-13 小学生なつやすみバスの絵コンテストの実施  

 

 

 

 

 

 

図  5-14 小学生の学習風景  

仙台市が交通事業者や企業・団体等と連携し、継続して取り組みま

す。 

取組の進め方 

仙台市が市民や交通事業者、企業・団体等と連携し、継続して取り

組みます。 

取組の進め方 
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施策⑬ モビリティ・マネジメント等の推進 

６）パーク＆ライド等の推進 

 パーク＆ライド等の利用状況を踏まえて、パーク＆ライド等の利用が可能

な駐車場・駐輪場を維持するとともに、IC カード乗車券を利用したパーク＆

ライド優待サービスを継続します。また、マイカー通勤から公共交通通勤に

転換するパーク＆ライド等の更なる推進に向けて、引き続き広報を行いま

す。 

 

図 5-15 パーク＆ライドの広報 

  

仙台市が交通事業者や企業・団体等と連携し、継続して取り組みま

す。 

取組の進め方 
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施策⑭ ＭａａＳの推進  

概要 MaaS（Mobility as a Service）は、目的地までのルートや移動手段、さ

らにはまちなかの飲食・物販店、イベント等の検索・予約・決済等に至るま

で、スマートフォンのアプリ等で一括して行える仕組みのことです。この仕

組みにより、観光や出張等で来訪し、都心部や市内各地、さらにその周辺地

域を回遊する移動や、市民や周辺市町村住民の買物や娯楽で都心部等に来て

回遊する移動といった、多様な移動や活動への適用が想定され、まちなかの

賑わい向上の効果や、鉄道、バス、タクシー等の公共交通の更なる活用が期

待されることから、MaaS の利用促進に努めます。 

取組内容 １）MaaS の推進 

仙台ＭａａＳ（令和３年１０月サービス提供開始）の利用促進に向け、サ

ービスの利用実績を踏まえ、各種機能の拡充やユーザビリティの向上に努め

ます。 

 

 

図  5-16 仙台 MaaS のプラットフォームのイメージ  

 

  

仙台市が交通事業者や企業・団体等と連携し、継続して取り組みま

す。 

取組の進め方 
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施策⑮ 旅行者等が移動しやすい環境の整備 

概要 本市には、観光やビジネス、国際会議などを目的とした多くの旅行者等の

来訪がありますが、交流人口の更なる拡大のためには、交通拠点から様々な

場所へスムーズに足を運んでもらうことが重要です。 

これらから、旅行者等の来訪者への支援として、観光施策とも連携を図り

ながら、二次交通等域内の交通環境の整備や利用環境の充実等を図ります。 

取組内容 １）来訪者向け公共交通施策の実施 

「るーぷる仙台」について、さらに効率的に市内観光地に移動できるよう

利便性向上を図ります。また、公共交通のオープンデータ化を推進し、来訪

者に選ばれやすい情報提供のあり方を検討します。 

また、アフターコロナに向けて、観光需要が回復、もしくは増加が見込ま

れる場合に想定される公共交通の利用について、観光需要にも対応した公共

交通施策を検討します。 

 

 

２）来訪者向け交通手段の利用促進 

二次交通の利用を促進するため、コミュニティサイクルや地域交通などの

データ整備や各交通手段の情報をまとめて提供できるような方法を検討しま

す。 

 

 

仙台市が交通事業者や企業・団体等と連携し、実施に向けた検討に

取り組みます。 

取組の進め方 

仙台市が交通事業者や企業・団体等と連携し、実施に向けた検討に

取り組みます。 

取組の進め方 
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6. 評価指標・推進体制等 

 計画の評価指標 

本計画で掲げる目標及び基本方針に沿った評価指標として、以下の表のとおり指標を設定します。なお、これらの指標は今後の社会情勢や公共交通の利用状況等を考慮して見直すこともあります。公共交通

利用者満足度の現況値は令和 3 年度末時点、これ以外の指標については新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと想定される令和元年度末時点とします。 

 

表 6-1 評価指標（1/2） 

 

  

目標・基本方針 評価指標 頻度 現況値 目標値（R8 年度末時点） 

【目標】 

市民との協働により、地域の実情に合った、誰もが

利用しやすく質の高い持続可能な公共交通を確保し、

自由に移動ができる生活の実現とまちなかの賑わい向

上をめざします。 

・公共交通利用者満足度※１ 

 
毎年 

JR・地下鉄   ％ 

路線バス   ％ 

地域交通   ％ 

（R3 年度末） 

JR・地下鉄   ％ 

路線バス   ％ 

地域交通   ％ 

・JR 在来線／地下鉄利用者数※１ 

毎年 

JR 76 百万人 

地下鉄 91 百万人 

（R1 年度末） 

JR 現況値までの回復 

地下鉄 100 百万人 

・市内を運行する路線バス事業者の営業収支比率※２ 

毎年 

公営交通 67.9％ 

民間事業者 83.9％ 

（R1 年度末） 

公営交通 71.7％ 

民間事業者 経営の健全化 

【基本方針１】 

 公共交通軸の形成・機能強化 

 

・バス幹線区間、バス準幹線区間、フィーダー区間を運

行するバス利用者数※１、※２ 毎年 
22 百万人 

（R1 年度末） 
現況値までの回復 

・市内を運行する路線バス事業者の路線バスの 1 便あた

り利用者数※１ 毎年 
27.4 人／便 

（R1 年度末） 
現況値までの回復 

【基本方針２】 

 路線バスの利便性向上 

・実施計画の策定 

― ― 実施計画の策定及び実施 

公共交通利用満足度については、令和 3 年度内に調査予定のため、最終案

において記入します。 
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表 6-2 評価指標（2/2） 

 

※１ 「せんだい都市交通プラン（R3.3）」におけるモニタリング指標 

※２ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第五条第四項及び施行規則第十条の二に基づき、計画の目標として定めるよう努めるとされる項目 

 

目標・基本方針 評価指標 頻度 現況値 目標値（R8 年度末時点） 

【基本方針３】 

 地域交通の維持・確保・充実 

・地域との意見交換実施地区数 
毎年 

2 地区 

（R1 年度末） 
15 地区 

・地域交通の導入地区数※１ 

 毎年 
2 地区 

（R1 年度末） 
7 地区 

・地域交通利用者数※１ 

（試験運行等を含む） 
毎年 

8,428 人 

（R1 年度末） 
19,710 人 

【基本方針４】 

 都心回遊交通の強化 

・都心部歩行者通行量※１ 

 毎年 

平日 38,794 人 

休日 47,700 人 

（R1 年度末） 

平日 44,000 人 

休日 54,000 人 

・都心における公共交通利用者数 

 
毎年 

164 万人 

（R1 年度末） 
現況値までの回復 

【基本方針５】 

 公共交通のシームレス化・利用促進 

・せんだい市バス・地下鉄ナビ 
毎年 

22 百万件 

（R1 年度末） 
22 百万件 

・キャッシュレス決済乗車券利用率※１ 
毎年 

91.0％ 

（R1 年度末） 
95.0％ 

・低床バス（ノンステップバス）の導入率 
毎年 

68.4％ 

（R1 年度末） 
96.0％ 
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 推進体制 

本計画の推進は、施策の実施主体となる行政、交通事業者を始め、市民や企業・団体な

どの関係者と協議・連携することで図っていきます。そのため、推進体制と各主体の役割

を明確にすることが必要です。 

本計画は、国等の補助も活用しながら必要額を確保していくとともに、仙台市交通政策

推進協議会を継続して開催し、実施計画の策定とあわせて、本計画の修正や進捗状況につ

いて関係者との連携を図りながら、計画目標の実現や各種施策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 地域公共交通計画の推進体制 

  

【仙台市交通政策推進協議会の役割】 

 

・地域公共交通計画にかかる協議 

・実施計画にかかる協議 

・各施策の進捗把握 

【市民・利用者・企業・大

学等の役割】 

・積極的に公共交通を利用

する 

・施策の実施、協力 

【仙台市の役割】 

・計画の作成、見直し 

・実施主体、連携主体間の

調整 

・実施主体の支援 

・施策の実施 

【交通事業者の役割】 

・実施主体間の相互協力 

・施策の実施 

 

 

市⺠
利用者・企業
大学 等

仙 台 市交 通
事 業 者

各主体の協働による

交通政策の推進
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本計画は、計画策定（Plan）、施策・事業の実施（Do）、進捗管理・評価（Check）、

見直し・改善（Action）を繰り返す、PDCA サイクルにより推進します。 

以下に示す通り、計画期間及び年間単位において進捗管理や事業の評価、次年度事業へ

の反映などを実施していき、協議会などの開催に応じて PDCA サイクルを検討し、推進し

ます。なお、各年の事業計画は行政（仙台市）が作成し、先述の協議会で承認を行います。 

 

 

 

図 6-2 計画期間の進捗管理（PDCA サイクル） 

 

 

図 6-3 年間単位の進捗管理 
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D 施策の実施

施策実施状況の評価
（プロセス評価）
目標の達成状況の評価
（効果の評価）

課題共有

A 改善と反映

R03年度
（2021）

計画期間

C

R09年度
（2027）
以降

計画策定

段階的に事業を実施

実施状況の評価

毎年確認可能な
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次期計画策定
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進捗管理

法定
協議会

地域
公共交通
会議

主な行事
  など

★

施策実施
D

次年度予算要望

バスのダイヤ検討

次年度事業計画の検討
P

前年度の施策評価
に基づく改善と反映

C

確保維持事業申請

モニタリング
C

今年度事業の検証
C

➊

実施状況の確認、
評価、課題の共有
改善検討

A
次年度へ

➋ ➌

運賃設定等の協議


